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平成１５年３月期 個別財務諸表の概要
平成１５年５月２３日

上 場 会 社 名 上 場 取 引 所 大・名南海電気鉄道株式会社
コ ー ド 番 号 ９０４４ 本社所在都道府県 大阪府
(URL http://www.nankai.co.jp/)
代 表 者 代 表 取 締 役 社 長 山中 諄
問合せ先責任者 経理本部 経理部長 須惠 弘一 ＴＥＬ（０６）６６４４－７１４５
決算取締役会開催日 平成１５年５月２３日 中間配当制度の有無 有
定時株主総会開催日 平成１５年６月２７日 単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000株)

１．１５年３月期の業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）
（ ） （ ） 。１ 経 営 成 績 注 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１５年３月期 １０６，１０９ △ ２．７ ２１，１７４ ２６．０ ９，０４７ １５１．７
１４年３月期 １０９，０２５ △ ９．１ １６，８１２ ８．５ ３，５９４ ２６．６

１株当たり 株主資本 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後
当 期 純 利 益

当期純利益 1 経常利益率 経常利益率株 当 た り 当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
１５年３月期 ２．１７ ０．８ １．１ ８．５１,１３９

１４年３月期 △９９．５３ △３８．８ ０．５ ３．３△５２,３９３

（注）1. 期中平均株式数 15年３月期 526,016,701株 14年３月期 526,378,770株
2. 会計処理の方法の変更 有
3. 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配 当 状 況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 株主資本
配当性向

中 間 期 末 （ 年 間 ） 配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
１５年３月期 １．５０ ０．００ １．５０ ７８８ ６９．２ ０．６
１４年３月期 ０．００ ０．００ ０．００ ０

（３）財 政 状 態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
１５年３月期 ８０８，２０３ １３７，５４０ １７．０ ２６１．６８
１４年３月期 ７９９，１２３ １３５，３５５ １６．９ ２５７．１８

（注）1.期末発行済株式数 15年３月期 525,614,628株 14年３月期 526,306,702株
2. 期 末 自 己 株 式 数 15年３月期 797,604株 14年３月期 105,530株

２．１６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
売 上 高 経常利益 当期純利益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期 ５０，０００ ２，２００ １, ８００ ０．００
通 期 １０１，０００ ４，４００ ２，１００ ３．００ ３．００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ４円００銭
(注) 上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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貸 借 対 照 表

当 期 末 前 期 末

科 目 （１５.３.３１ 現在） （１４.３.３１ 現在） 比 較 増 減 額

百万円 百万円 百万円
（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 １２２，９８８ １２６，１２３ △ ３，１３４

現 金 預 金 １０, ６４５ １４, ６１８ △ ３，９７３

未 収 運 賃 ２，４７１ ２，７１０ △ ２３９

未 収 金 ４，３２１ ２，１６２ ２，１５８

未 収 収 益 １，１５４ １，８１０ △ ６５６

短 期 貸 付 金 １２，７６４ １０，０９２ ２，６７１

有 価 証 券 ０ ３ △ ３

販 売 土 地 及 び 建 物 ８４，４８４ ８７，７６３ △ ３，２７８

貯 蔵 品 １，５９８ １，０３５ ５６３

前 払 費 用 ５５４ ６５８ △ １０４

繰 延 税 金 資 産 ４，１９９ ６，６６７ △ ２，４６７

そ の 他 の 流 動 資 産 ４，３４９ ４，４６１ △ １１１

貸 倒 引 当 金 △ ３，５５４ △ ５，８６１ ２，３０７

固 定 資 産 ６８５，２１４ ６７３，０００ １２，２１４

鉄 道 事 業 固 定 資 産 ３７２，２５１ ３６７，８６７ ４，３８４

開発関連及び付帯事業
１５０，４０３ １４０，３２４ １０，０７９

固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産 １，４４７ １，５３３ △ ８６

建 設 仮 勘 定 ４９，０５５ ６１，３２７ △ １２，２７２

投 資 等 １１２，０５５ １０１，９４６ １０，１０９

子 会 社 株 式 ５５，３５３ ４７，２９５ ８，０５７

投 資 有 価 証 券 １３, ７２６ ２４，２２４ △ １０，４９７

出 資 金 ９３６ ９４２ △ ６

長 期 貸 付 金 ２６，９６９ １３，１５７ １３，８１１

長 期 前 払 費 用 １８３ １７４ ９

長期繰延税金資産 １６，７９８ １４，３３１ ２，４６７

そ の 他 の 投 資 等 ７，７４７ ８，４０６ △ ６５８

貸 倒 引 当 金 △ ９，６５９ △ ６，５８５ △ ３，０７３

資 産 合 計 ８０８，２０３ ７９９，１２３ ９，０７９
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当 期 末 前 期 末

科 目 （１５.３.３１ 現在） （１４.３.３１ 現在） 比 較 増 減 額

百万円 百万円 百万円
（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 ２０４，９１７ ２０３，９９３ ９２４

短 期 借 入 金 １２３，８３１ １０７，３５４ １６，４７６

１ 年 以 内 償 還 社 債 ２０，０００ ３２，５００ △ １２，５００

未 払 金 ２９，７７６ ２７，７７５ ２，００１

未 払 費 用 ３，９６３ ４，１１１ △ １４７

未 払 消 費 税 等 １４８ ４３８ △ ２９０

未 払 法 人 税 等 ２２ １７８ △ １５５

預 り 連 絡 運 賃 １，２８１ １，２６７ １４

預 り 金 ８，１５６ ６，６４２ １，５１３

前 受 運 賃 ３，３５３ ３，２６６ ８６

前 受 金 １２，７３５ １８，８９４ △ ６，１５８

前 受 収 益 ４９３ ３１６ １７６

賞 与 引 当 金 １，１５４ １，２４８ △ ９３

固 定 負 債 ４６５，７４４ ４５９，７７４ ５，９７０

社 債 １４２，５００ １４２，５００ ０

長 期 借 入 金 ２２９，６７２ ２１０，４１３ １９，２５８

再評価に係る繰延税金負債 ３９，０６８ ４０，６３４ △ １，５６６

退 職 給 付 引 当 金 ２３，８０２ ３１，５３４ △ ７，７３１

投 資 損 失 引 当 金 ５，６８６ １０，３６１ △ ４，６７５

そ の 他 の 固 定 負 債 ２５，０１５ ２４，３３０ ６８４

負 債 計 ６７０，６６２ ６６３，７６７ ６，８９４
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当 期 末 前 期 末

科 目 （１５.３.３１ 現在） （１４.３.３１ 現在） 比 較 増 減 額

（ 資 本 の 部 ） 百万円 百万円 百万円
資 本 金 － ６３，７３９ △ ６３，７３９

法 定 準 備 金 － ６０，８１９ △ ６０，８１９

資 本 準 備 金 － ５５，０１３ △ ５５，０１３

利 益 準 備 金 － ５，８０６ △ ５，８０６

再 評 価 差 額 金 － ５３，３６２ △ ５３，３６２

剰 余 金 － △ ４２，３５９ ４２，３５９

別 途 積 立 金 － ６，２２２ △ ６，２２２

当 期 未 処 分 利 益 － △ ４８，５８１ ４８，５８１
( う ち 当 期 純 利 益 ) － （△ ５２，３９３ ) （ ５２，３９３ )

その他有価証券評価差額金 － △ １６９ １６９

自 己 株 式 － △ ３６ ３６

資 本 計 － １３５，３５５ △ １３５，３５５

資 本 金 ６３，７３９ － ６３，７３９

資 本 剰 余 金 １８，４６０ － １８，４６０

資 本 準 備 金 １５，９３５ － １５，９３５

そ の 他 資 本 剰 余 金 ２，５２５ － ２，５２５

資本準備金減少差益 ２，５２５ － ２，５２５

利 益 剰 余 金 １，２２０ － １，２２０

当 期 未 処 分 利 益 １，２２０ － １，２２０
( う ち 当 期 純 利 益 ) （ １，１３９ ) － （ １，１３９ )

土 地 再 評 価 差 額 金 ５４，７８８ － ５４，７８８

その他有価証券評価差額金 △ ４５３ － △ ４５３

自 己 株 式 △ ２１３ － △ ２１３

資 本 計 １３７，５４０ － １３７，５４０

負 債 ・ 資 本 合 計 ８０８，２０３ ７９９，１２３ ９，０７９

（当 期 末） （前 期 末）

（注）１．有形固定資産の減価償却累計額 ２７８，５４７百万円 ２６８，０１９百万円

２．保 証 債 務 額 ５１，６７２百万円 ４３，５２９百万円

固定資産の取得原価から直接減額された
３． ７２，５５６百万円 －百万円
工 事 負 担 金 等 累 計 額

４．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成13年3月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係わる税金相当額を再評価に係る繰延税金負債として負債

の部に計上し、これを控除した金額を土地再評価差額金として資本の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第２条第５号

に定める不動産鑑定士による鑑定評価額により算出する方法、及び同条第３号に定める

固定資産税評価額に基づき算出する方法によっております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

平成13年３月30日（子会社の合併により受入れた事業用土地）
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損 益 計 算 書

比 較 増 減
科 目 当 期 前 期

金 額 率

百万円 百万円 百万円 ％
経 常 損 益 の 部

（ 営 業 損 益 の 部 ）

鉄 道 事 業
営 業 収 益 ６１，０９９ ６２，７６６ △ １，６６７ △ ２.７

営 業 費 ５０，２４３ ５３，５８５ △ ３，３４２ △ ６.２
営 業 利 益 １０，８５６ ９，１８１ １，６７４ １８.２

自 動 車 事 業
営 業 収 益 ０ ５，１３６ △ ５，１３６ △ １００.０

営 業 費 ０ ５，６５８ △ ５，６５８ △ １００.０
営 業 損 失 ０ ５２２ △ ５２２ －

開発関連及び付帯事業

営 業 収 益 ４５，０１０ ４１，１２３ ３，８８７ ９.５
営 業 費 ３４，６９２ ３２，９６９ １，７２２ ５.２

営 業 利 益 １０，３１８ ８，１５３ ２，１６５ ２６.６

全 事 業
営 業 収 益 １０６，１０９ １０９，０２５ △ ２，９１５ △ ２.７
営 業 費 ８４，９３５ ９２，２１３ △ ７，２７８ △ ７.９

営 業 利 益 ２１，１７４ １６，８１２ ４，３６２ ２６.０

（ 営 業 外 損 益 の 部 ）

営 業 外 収 益 １，０６４ １，３４１ △ ２７６ △ ２０.６
受取利息及び配当金 ６１５ ５５６ ５８ １０.６

雑 収 入 ４４９ ７８４ △ ３３５ △ ４２.７

営 業 外 費 用 １３，１９２ １４，５５８ △ １，３６６ △ ９.４

支払利息及び社債利息 １２，３９０ １２，２８３ １０６ ０.９
雑 支 出 ８０１ ２，２７５ △ １，４７３ △ ６４.８

経 常 利 益 ９，０４７ ３，５９４ ５，４５３ １５１.７

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益 １１，６４５ １，２９７ １０，３４７ ７９７.７

工事負担金等受入額 １０，１４５ ０ １０，１４５ －
投資有価証券売却益 １，５００ ５２５ ９７４ １８５.５

そ の 他 の 利 益 ０ ７７１ △ ７７１ △ １００.０
特 別 損 失 １９，６９３ ７１，１９１ △５１，４９８ △ ７２.３

工事負担金等圧縮額 １０，１４５ ０ １０，１４５ －
投資有価証券評価損 ６, ２１９ ８, ８２３ △ ２，６０３ △ ２９.５
特 別 退 職 金 １，８７１ １，２２９ ６４１ ５２.２

固 定 資 産 除 却 損 １，２３６ ０ １，２３６ －
そ の 他 の 損 失 ２２１ ６１，１３８ △６０，９１７ △ ９９.６

税 引 前 当 期 純 利 益 ９９９ △ ６６，３００ ６７，２９９ －

法人税、住民税及び事業税 ４２ ９３ △ ５１ △ ５４.８

法 人 税 等 調 整 額 △ １８２ △ １４，０００ １３，８１７ －

当 期 純 利 益 １，１３９ △ ５２，３９３ ５３，５３２ －

前 期 繰 越 利 益 ０ ３，８１１ △ ３，８１１ △ １００.０

土地再評価差額金取崩額 ８１ ０ ８１ －

当 期 未 処 分 利 益 １，２２０ △ ４８，５８１ ４９，８０２ －
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 ･ ･ ･ 移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
時価のあるもの･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･期末前１か月の市場価格等の平均に基づく時価法

、(評価差額は全部資本直入法により処理し
売却原価は移動平均法により算出 )

時価のないもの ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ 移動平均法に基づく原価法
従来、その他有価証券のうち時価のあるものについては、期末日の市場価格等に
基づく時価法によっておりましたが、その他有価証券の保有目的に鑑み、市場に
おける短期的価格変動による経営成績への直接的影響を排除し、財政状態等をより
適 切 に 表 す た め 、 当 期 か ら 期 末 前 １ か 月 の 市 場 価 格 等 の 平 均 に 基 づ く 時 価 法 に
変 更 い た し ま し た 。 こ の 変 更 に よ り 、 従 来 の 方 法 に よ っ た 場 合 と 比 べ て 税 引 前
当期純利益は 3 8 8 百 万 円増加し、資本の部におけるその他有価証券評価差額金は
5 3 百 万 円 減 少 し て お り ま す 。 な お 、 こ の 変 更 は 、 当 下 半 期 に お け る 株 式 市 場 の
状 況 か ら 、 短 期 的 反 復 売 買 を 意 図 し な い と い う そ の 他 有 価 証 券 の 保 有 目 的 に
反して、株式の短期的価格変動が当期の経営成績に重要な影響を及ぼす可能性が
見 込 ま れ た た め 当 期 末 に 行 っ た も の で あ り 、 当 中 間 期 末 に お い て は 従 来 の 方 法
に よ っ て お り ま す 。 従 い ま し て 、 当 中 間 期 末 に お い て 当 期 末 と 同 一 の 基 準 に
よった場合、税引前中間純損失は 5 4 百万円減少し、その他有価証券評価差額金は
1 , 3 7 4 百万円増加いたします。

２．販売土地及び建物の評価基準及び評価方法
個別法に基づく原価法

３．有形固定資産の減価償却の方法
鉄道事業 取 替 資 産 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･取替法

建物・構築物 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･定額法
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･定率法

その他の事業 建物・構築物・機械装置 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･定額法
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･定率法

４．工事負担金等の圧縮記帳の方法
鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団体等より
工事費の一部として工事負担金等を受領した場合には、金額的重要性のないものを
除き、工事完成時に当該工事負担金等を取得した固定資産の取得価格から直接
減額しております。

５．引当金の計上の方法
( 1 ) 貸倒引当金は ､一般債権については貸倒実績率により ､貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し ､ 回 収不能見込額を計上しております。
( 2 ) 賞与引当金は、支給見込額基準により計上しております。
( 3 ) 退職給付引当金は、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。
( 4 ) 投資損失引当金は ､投資先の資産内容等を勘案して、出資金額及び純債権額を
超えて当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。

６．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

比 較利益処分案

科 目 当 期 前 期

百万円 百万円
当期未処分利益又は
当期未処理損失 ( △ ) １，２２０ △ ４８，５８１
利益処分又は損失処理額
別途積立金 (取崩額△ ) △ ６，２２２
利 益 準 備 金 又 は
利益準備金 (取崩額△ ) △ ５，８０６
資本準備金 (取崩額△ ) △ ３６，５５２
配 当 金 ７８８

（１株につき１円 5 0 銭）
次 期 繰 越 利 益 又 は
次 期 繰 越 損 失 ( △ ) ４３２ ０
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（ 有価証券関係）

当期 ( 平成 年３月 日現在 )15 31

有 価 証 券

子会社及び関連会社株式で時価のあるもの
（単位：百万円）

時 価 差 額貸 借 対 照 表 計 上 額

子 会社株式 ７，５４３ ５，６７８ △１，８６４
関連会社株式 ０ ０ ０

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

当 期

繰延税金資産
投資損失引当金 ２，３７０
貸倒引当金 ３，８６５
退職給付引当金 ９，２６４
賞与引当金 ４０４
販売土地評価損 ６，６１７
減価償却費 ４７
投資有価証券評価損 ６，０８４
繰越欠損金 ３，６３８
その他 ６０６

繰延税金資産合計 ３２，８９９

繰延税金負債
適格組織再編有価証券 △ １０
その他 △ １６

繰延税金負債合計 △ ２６

評価性引当金 △ １１，８７４

繰延税金資産純額 ２０，９９８

２．法定実効税率と税効果会計適用後法人税等負担率との間に重要な差異が
あるときの、当該差異原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）

当 期

法定実効税率 ４２．０
（調整）
永久に損金に算入されない項目 １．７
評価性引当金の増減 △ ６１．９
住民税均等割等 ４．２

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ １４．０
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３．地方税法等の一部を改正する法律 (平成 年法律第９号 )が平成 年３月 日15 15 31
に 公 布 さ れ た こ と に 伴 い 、 当 期 の 繰 延 税 金 資 産 及 び 繰 延 税 金 負 債 の 計 算
( た だ し 平 成 年 ４ 月 １ 日 以 降 に 解 消 が 見 込 ま れ る も の に 限 る 。 ) に 使 用16
し た 法 定 実 効 税 率 は 、 前 期 の ％ か ら に 変 更 さ れ て お り ま す 。42.0 40.44 %
その結果、再評価に係る繰延税金負債の金額は 百万円減少しております。1,507
なお、この変更による損益への影響は軽微であります。
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役 員 の 異 動

１．新任取締役候補

須 惠 弘 一 （現 当社経理部長）

福 田 順太郎 （現 当社創生１２０推進室部長）

山 部 茂 （現 当社鉄道営業本部施設部長）

２．退任予定取締役

専務取締役 番 平 英 雄

常務取締役 白 井 由 郎

常務取締役 渡 辺 寿栄夫

取締役相談役 川 勝 泰 司

以 上


